



























　以上の考察により、相続と時効取得の課税関係に関するこれらの判断は、相続税法 2 条 1
項、所得税法 36 条 1 項に基づいた租税法独自の判断でなされると結論づけた。
〈論文〉
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する議論を中心として ―」『國士舘大学法學』第 41 号 18 頁、金子宏（1995）『所得概念の研究』有斐
閣 50 頁参照）。
2   金子宏（1995）『所得概念の研究』有斐閣 93-94 頁、同（2019）『租税法〈第 23 版〉』弘文堂 195-196
頁参照。また、所得税法基本通達 36-1 は、「法第 36 条第 1 項に規定する『収入金額とすべき金額』は、
その収入の原因となった行為が適法であるかどうかを問わない。」と定める。




























4   時効取得の課税関係と民法 144 条（時効の遡及効）に関する論考として、佐藤孝一（1992）「租税判例
紹介・解説　取得時効に係る所得の課税時期」『税経通信』第 47 巻第 15 号 218-240 頁、宮塚久（2016）
「他人の時効取得を認める判例と後発的事由による更正の請求」中里実ほか編『租税判例百選〈第 6
版〉』205-206 頁がある。
5   松久三四彦（1999）「特集・民法総則の基礎と応用　総論 ― 時効制度の構造と存在理由」『法学教室』
第 225 号、4-5 頁参照。
6   我妻栄ほか編（2019）『我妻・有泉コンメンタール民法 ― 総則・物権・債権〈第 6 版〉』日本評論社
286 頁参照。
7   内田貴（2013）『民法Ⅰ〈第 4 版〉総則・物権総論』東京大学出版会 312 頁参照。
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　時効制度は、時効の完成によって権利が取得され、または消滅する（民法 162 条 8・163 条 9 
・166 条 10 など）とされ、時の経過による権利の得喪を認め、時効の効力は、その起算日にさ
かのぼる（時効の効力）（民法 144 条）11。しかし、時効の効果は、時効期間の経過によって
当然に発生するものとはせず、時効の利益を受ける者によりそれを受けようとする意思表示
（時効の援用）（民法 145 条）12 がなされることが必要である。また、時の経過によって権利
を取得したり、債務が消滅したりすることを潔しとしない者の意思を尊重して、時効の完成
後に、時効の利益を受けないとする意思表示（時効の利益の放棄）（民法 146 条）13 をするこ
とも認めている。すなわち、時効の効果が発生するかどうかは当事者の意思にかかっている
のである。
　時効取得については、10 年又は 20 年の占有の継続（時効の完成）と時効の利益を受ける
8   民法第 162 条（所有権の取得時効）
　 1   20 年間、所有の意思をもって、平穏に、かつ、公然と他人の物を占有した者は、その所有権を取
得する。
　 2   10 年間、所有の意思をもって、平穏に、かつ、公然と他人の物を占有した者は、その占有の開始
の時に、善意であり、かつ、過失がなかったときは、その所有権を取得する。
9   民法第 163 条（所有権以外の財産権の取得時効）
　  所有権以外の財産権を、自己のためにする意思をもって、平穏に、かつ、公然と行使する者は、前条
の区別に従い 20 年又は 10 年を経過した後、その権利を取得する。
10   民法第 166 条（債権等の消滅時効）
　  債権は、次に掲げる場合には、時効によって消滅する。
　 1   債権者が権利を行使することができることを知った時から 5 年間行使しないとき。
　 2   権利を行使することができる時から 10 年間行使しないとき。
11   債権の消滅時効の場合、起算日にさかのぼって債権が消滅していたものと扱われる。これにより、た
とえ、時効の存在理由を真の所有者・弁済者の保護という点に重点を置いて理解したとしても、弁済
していない債務者が結果として債務を免れることは否定できない（松久・前掲注 5）6 頁参照、内田・











基礎と応用　時効の援用」『法学教室』第 213 号、43 頁参照）。




―  一時所得と相続税を中心にして  ―（外村）
者によりそれを受けようとする意思表示（時効の援用）という 2 つの要件が必要である 14。
　時効の完成と援用との関係については、通説・判例では停止条件説を採用している 15。最
高裁昭和 61 年 3 月 17 日判決（昭和 59 年（オ）第 211 号）16（以下では、「最高裁昭和 61 年












14   時効に基づく裁判をするための第 1 の要件は、一定の事実状態が一定期間継続することであり、これ
を時効の完成という（民法 158 条－161 条に「完成」という言葉が用いられている。）。第 2 の要件は、
当事者の「援用」であり、時効が完成していても裁判官は勝手に時効完成を理由に原告の土地の明渡
しや貸金返還請求を棄却することはできない（民法 145 条）（松久・前掲注 5）4 頁参照）。




でも採用されている（内田・前掲注 7）328-329 頁、松久・前掲注 12）43-44 頁参照）。




17    形成権とは、権利者の一方的な意思表示によって法律関係を形成しうる効果を持つ権利であると考え
られている（本田純一（1985）「形成権概念の意味と機能」『ジュリスト増刊民法の争点Ⅰ（総則、物
権、親族、相続）』法律学の争点シリーズ 3－Ⅰ、12 頁参照）。
18    於保不二雄教授は、「時効の援用は時効の効果を一方的意思表示によって確定せしめるものであるか
ら、援用者には援用権という一種の形成権が与えられていると解し、時効の援用はこの援用権の行
使であり、時効利益の放棄は援用権の放棄にほかならない」と述べておられる（於保不二雄（1953）
「時効の援用及び時効利益の放棄」『法曹時報』第 5 巻第 7 号、308 頁参照）。松久三四彦教授も於保不
二雄教授と同様の意見を述べておられる（松久・前掲注 12）44 頁参照）。
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　静岡地裁平成 8 年 7 月 18 日判決（平成 6 年（行ウ）第 8 号）20（以下では、「静岡地裁平成
8 年判決」という）においては、最高裁昭和 61 年判決を用いて、民法上所有権の時効取得の














19    村上由紀（2013）「時効取得と課税関係 ― 時効取得による一時所得課税と相続税の課税 ―」『税法学』
第 569 号、199-211 頁参照。静岡地裁平成 8 年 7 月 18 日判決（平成 6 年（行ウ）第 8 号）、神戸地裁
平成 14 年 2 月 21 日判決（平成 12 年（行ウ）第 51 号）、大阪高裁平成 14 年 7 月 25 日判決（平成 14
年（行コ）第 21 号）において、援用基準を採用している。
20    『行政事件裁判集』7・8 号 632 頁。『TKC LEX/DB インターネット TKC 法律情報データベース』文
献番号 28020727。静岡地裁平成 8 年判決では、援用権者が土地の時効取得による一時所得の実現時期
は時効の起算日である占有開始時であると主張したが、裁判所は、時効の援用時に一時所得の実現が
あるとして援用権者の主張を認めなかった。




22   梅謙次郎（1992）『民法要義巻之一〈復刻版〉』有斐閣 315 頁参照。
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23    渋谷・前掲注 1）134 頁参照。村上由紀税理士は、起算日基準については時効の完成までの期間が 10
年から 20 年以上になるので、課税権は消滅してしまうと考えておられる（村上・前掲注 19）206 頁






24    村上・前掲注 19）207 頁参照。有賀武夫税理士は、「時効取得の援用は必ずしも判決を必要とせず、
裁判外の援用でも時効の効果が確定するため、この場合は『判決』はあり得ず、喪失という効果は同
一でありながら租税法律関係における救済制度が存在しない。」と述べておられる（有賀武夫（2009）
「国税通則法 23 条 2 項 1 号の更正の請求要件としての『基礎となった事実に関する訴えについての判
決』の意義」『税務弘報』第 57 巻第 8 号、144 頁参照）。
25   松久三四彦教授は、民法 145 条がある限り、時効の完成だけで時効の効果が発生するという解釈には
無理があり、援用基準が妥当であると考えておられる（松久・前掲注 12）44 頁参照）。佐藤孝一税理




26   時効の援用とは私法に規定されている用語である。わが国における借用概念（他の法分野の概念）の
解釈は、租税法律主義 = 法的安定性の要請から、租税法においても他の法分野と同様に解する統一説
が通説とされている（金子宏（2019）『租税法〈第 23 版〉』弘文堂 127 頁参照）。そこで、私法上、租
税法上においては、時効の援用の用法は法的安定性、予測可能性の確保のために私法と同意義の内容
に従っていると思われる。
27   渋谷・前掲注 1）132 頁参照。
― 113 ―
熊本学園商学論集　第 25 巻　第 1 号（通巻第 64 号）2021・1






















28    『訟務月報』39 巻 1 号 139 頁。『TKC LEX/DB インターネット TKC 法律情報データベース』文献番
号 27814502。
29   時効取得については、実際に何らかの対価（現金など）を支払って財産を購入したわけではない。















　収入実現の蓋然性については、所得税法 36 条 1 項にいう「経済的成果」に該当するか否か
の判断をする基準であり、「市場価値による測定可能性」、「現実性」、「納税者の経済的利得
の実質的な支配可能性」などを基礎にして、所得税法上の経済的成果の確定及び所得の実現
を判断するもの（収入実現の蓋然性テスト）だと思われる 33（図表 1 参照）。
31    酒井克彦（2006）「所得税の事例研究―第 13 回―所得税法 36 条 1 項にいう『権利をもって収入す
る場合』課税の時期 ― 各種所得の収入計上時期を巡る諸問題 ―」『月刊税務事例』第 38 巻第 12 号、
47-48 頁参照。
32   所得税法は、認識時期について明確かつ原則的な基準を示していない。従来は、認識時期の原則的な
基準として権利確定主義が唱えられているが、その意味は、「権利の確定」した時を認識時期とする
趣旨ではなく、収入実現の蓋然性が認められるようになったとき、通常は、債権の弁済期が到来した
時を認識時期とする趣旨である（金子宏ほか編（1973）『租税実体法 2』帝国地方行政学会 94-96 頁参
照）。
33   酒井克彦（2006）「所得税の事例研究 ― 第 12 回 ― 権利確定主義における『確定』概念と収入の実現
性 ― 各種所得の収入計上時期を巡る諸問題 ―」『月刊税務事例』第 38 巻第 11 号、48-56 頁参照。酒








ておられる（田中晶国（2018）「所得の年度帰属 ― 収入実現の蓋然性とその客観的認識 ―」『税法学』
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　最高裁昭和 46 年 11 月 9 日判決（昭和 43 年（行ツ）第 25 号）34（以下では、「最高裁昭
和 46 年判決」という）において、「一般に、金銭消費貸借上の利息・損害金債権について
は、その履行期が到来すれば、現実にはなお未収の状態にあるとしても、旧所得税法 10 条 1





旧所得税法 10 条 1 項にいう『収入すべき金額』に該当しないものというべきである」（カッ
コ内筆者）と判示している。






　大阪高裁平成 14 年 7 月 25 日判決（平成 14 年（行コ）第 21 号）37（以下では、「大阪高裁
平成 14 年判決」という）は、取得時効の援用について、「時効による所有権取得の効力は、
34    『訟務月報』18 巻 1 号 67 頁。『TKC LEX/DB インターネット TKC 法律情報データベース』文献番




研究』第 126 号、79 頁参照）。





36   酒井・前掲注 31）47-55 頁参照。
37    『訟務月報』49 巻 5 号 1617 頁。『TKC LEX/DB インターネット TKC 法律情報データベース』文献




















き、その時点で所得税法 36 条 1 項の「経済的成果」として「形成権」が所得として実現する
と考えられる 38（図表 2 参照）。
38   酒井・前掲注 31）49-50 頁参照。
39   相続税法第 2 条（相続税の課税財産の範囲）
　  第 1 条の 3 第 1 項第 1 号又は第 1 号の規定に該当する者については、その者が相続又は遺贈により取
得した財産の全部に対し、相続税を課する。
3.　相続税法上の「取得」の解釈
　所得税法においては、所得税法 36 条 1 項にいう権利確定主義により経済的成果の確定を認
識し、実現した所得の年度帰属を決定する。では、相続税法においては、どのようにして課
税財産を把握するのだろうか。




















40    本稿では、相続税法上の「取得」を租税法上の観点から解している。他方、相続税法上の「取得」を
民法上の意義と同一に解するものとして、京都地裁昭和52 年12 月16 日判決（昭和 50 年（行ウ）第 4
号）、碓井光明（1979）「公正証書による贈与と除斥期間～贈与による財産取得時期を中心として」『税




税財産とする（小原清志（2020）『図解令和 2 年度版　相続税・贈与税』大蔵財務協会、71 頁参照）。
41   酒井・前掲注 1）18 頁、金子・前掲注 26）129 頁参照。
42   渋谷雅弘（2008）「相続税の本質と課税方式」『税研』第 139 号 22-23 頁参照、税制調査会答申（2000）
『わが国税制の現状と課題 ― 21 世紀に向けた国民の参加と選択』290-291 頁参照。長戸貴之准教授は、
相続税について、包括的所得概念においては、相続・贈与による財産の取得も所得であり、相続税
は、相続人にかかる所得税の補完税であると考えておられる（長戸貴之（2012）「相続税法と遡及効 : 
裁判例・裁決例の分析から」『東京大学法科大学院ローレビュー』第 7 号、46 頁参照）。
43    『訟務月報』第 48 巻 7 号 1791 頁。『TKC LEX/DB インターネット TKC 法律情報データベース』文








「書面によらない不動産の贈与と贈与税の課税時期」税務大学校論叢第 13 号、573 頁参照）。
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―  一時所得と相続税を中心にして  ―（外村）









46   相続税法第 9 条（贈与又は遺贈により取得したものとみなす場合）







47    中野昌治（1979）「税法判例研究　書面によらない贈与の納税義務の成立時期」『税務弘報』第 27 
巻第 1 号、146-147 頁参照。藤村啓検事は、相続税法上の「取得」の意義については、担税力の移 
転とその明確性の 2 要件で捉える必要があると考えておられる（藤村啓（1977）「税法判例研究　書
面によらない贈与に相続税法 1 条の 2 が適用された事例」『税務弘報』第 25 巻第 10 号、123-125 頁参
照）。
48   相続税法上、「財産を取得した時」については、明確に定義を規定されていない。
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図表 3　相続税法上の「取得」の解釈
（出所）筆者作成
個人が包括的に承継することである。」と考えられている 50。そして、民法 882 条（相続開







50   中川善之助（1951）『註解　相続法』法文社 1 頁参照。
51   民法第 882 条（相続開始の原因）
　  相続は、死亡によって開始する。
52   民法第 896 条（相続の一般的効力）
　  相続人は、相続開始の時から、被相続人の財産に属した一切の権利義務を承継する。ただし、被相続
人の一身に専属したものは、この限りでない。
















―  一時所得と相続税を中心にして  ―（外村）
図表 4　時効の完成、相続開始前の時効取得
（出所）筆者作成










　①では、時効の援用時点に所得税法 36 条 1 項にいう「経済的成果」への転換があり、その
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55   佐藤・前掲注 30）84 頁、106 頁参照。




57   我妻栄（1995）『新訂　民法総則（民法講義Ⅰ）』岩波書店 432 頁参照。






















いた。この場合、通常では、占有者は他主占有 58 であり、民法 185 条（占有の性質の変更）59 に
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―  一時所得と相続税を中心にして  ―（外村）




60    自主占有とは、所有者として占有する意思を伴う占有である（我妻・前掲注 6）401 頁参照）。
61    同上、401 頁参照。
62    同上、320-326 頁参照。
63    我妻栄教授は、「権原とは、物を占有し、または用益する基礎である権利をいう。したがって、権原
の性質とは、たとえば、占有が所有権に基づくか、地上権に基づくか、賃借権に基づくか、というよ
うに、基礎である権利の性質のことである。」と述べておられる（同上、401 頁参照）。





65   後発的理由による更正の請求については、国税不服審判所平成 19 年 11 月 1 日裁決及び、国税不服審




よると、他主占有から自主占有 60 にしなければならない 61。これは、権利者の知らない間に
取得時効が完成することを防ぐためであると思われる 62。民法 185 条は、占有の性質が他主
占有から自主占有に変更する要件として、（ⅰ）占有者が自己に占有をさせた者に対して所有 
の意思があることを表示する、（ⅱ）新たな権原 63 によってさらに所有の意思をもって占有を
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66    『訟務月報』49 巻 5 号 1623 頁。『TKC LEX/DB インターネット TKC 法律情報データベース』文献
番号 28071017。神戸地裁平成 14 年判決は、大阪高裁平成 14 年判決の第 1 審判決である。
67    民法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 44 号）に伴い「時効の停止・中断」については、「時




































蓋然性」の観点から形成権の行使によって所得税法 36 条 1 項にいう「経済的成果」への転換
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　Acquisition Prescription is changed of the Rights of both the Heir （Right Holder） and the Person 
who has the Right of the Prescription （Invocation of Prescription Right Holder） to change.
　This Paper will clarify the Taxation Relationship between Inheritance and Acquisitive Prescription 
from the Standpoint of the Tax Law.
　It was concluded that the Tax Law would make its own Judgment based on Article 2.1 of the 
Inheritance Tax Act and Article 36 （1） of the Income Tax Act.
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